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１．はじめに 

SPring-8 は産学官が同等に利用できる共同利用施設として建設され、平成 9 年 10

月の共用開始から、既に９年が経過している。我が国の科学技術政策推進に一つの中

核的な共同利用施設として重要な役割を果たし、益々その重要性を増している。特に

現在は、平成 18 年度開始の第３期科学技術基本計画にも記載の様に「社会・国民に

支持され、研究成果をイノベーションを通じて社会に還元すること」が科学技術の社

会的ミッションとされていることに鑑み、共同利用施設 SPring-8 としても、大学、

国立試験研究機関、独立行政法人などの公的部門と民間企業産業界という枠を超えた

産学官連携の推進と、それに基づいた産業利用の推進と成果の社会経済への貢献が

益々期待されている。 

このような状況の下、公的部門と民間企業の各分野の関係者から成る有識者で構成

した産学官連携利用推進委員会(別紙参照)が平成 18 年 3 月に設置され、SPring-8 産

学官連携利用の将来の方向性および産学官利用推進方策について検討を行った。 

 
２．現状認識 

SPring-8 のビームラインの中で共同利用に供される共用ビームライン（現在 25 本）

の利用に関して、当初、産業利用が学術利用に比べて低調であったことから、平成 12

年度から、コーディネーターグループによる技術支援、産業利用ビームラインの設置、

産業利用向けの課題選定審査(産業利用分科会)、トライアルユース、講習会・研修会

等の産業利用拡大のための施策が次々と実施された。その結果、2005 年には産業界の

課題数の割合が共同利用分の 20％に達し、上記施策の一定の成果が見られた。 

 

３．課題 

産業利用の割合が一定水準に達した現在、今後の課題は、現行の産業利用の割合水 

準を維持しつつ、「利用拡大」という「量」から「成果拡大」という「質」への転換

である。即ち、産業界にとって有益であり、かつ社会経済への還元もできるような産

業利用推進策を実施する必要がある。 

産業界にとって有益であることとは、SPring-8の利用を通じた知の創造（ブレー 
クスルー）とその活用により各産業分野におけるイノベーションを実現し、産業競
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争力の強化や新産業の創造に貢献することであり、一方で、各企業のニーズに柔軟

に対応し、日々の事業収益活動に直接貢献することも重要と考えられる。 
 そのためには、これまでに無い新しい利用方法を産業界に提案し、実施のための制

度を整備する必要がある。 

 

４．提言 

以上の議論を踏まえ、具体的な「成果拡大に向けた産業利用推進」施策として以下

の提言を行う。 

（１）イノベーション指向型の産学官連携プロジェクトの推進 

  産業競争力の強化や新産業の創造に貢献するイノベーションを実現するために 

は、場の提供に留まらず、諸省庁の技術予測や各産業界のロードマップ政策との連 

携、産業出口からのニーズに基づいた、①実環境を模擬する計測、②複合手法利用 

技術の開発、③既存の計測・分析技術を超えた領域への対応などが必要である。 

これらに対応するためには、新しい計測・分析の装置開発を伴う総合支援体制が 

有効であり、優れたリーダーの下に専門スタッフを含めた特別チームを都度編成し、

対応することも模索すべきである。これによって、産業成果に直接繋がるイノベー

ションが期待できる。 

 

（２）共通の成果を狙ったグループ利用方式の導入 

  ブレークスルーが期待される産業分野における共通の成果創出のために、産学官

連携をベースとするグループによる課題解決への取り組みが効率的と考えられる。

（現状は、類似した課題を複数の企業が個別に実施するなど一部で非効率な状況が

見られる。）課題解決に必要な知見を有する大学等における専門家をリーダーにし

て、共通課題を持つ企業群のグループ化を行い、効率的に課題解決に取り組むとい

う利用方式を開発することが望まれる。ここでは、コーディネーターの有効な関わ

り方も検討課題である。         
 

（３）支援充実と有料利用 
  新しい利用制度の導入に当たって、測定代行、分析・解析サービスなど付加価値 
の高い支援については、その対価を徴収する有料利用のシステムを導入すべきであ 
る。有料支援の制度により潜在ニーズの新規開拓を進めるとともに、各企業の個別 
課題解決に有効と思われる「成果専有利用」の積極的展開も検討すると良い。但し、 
有料利用の導入に当たっては、知的財産の扱い、設備の高度化、支援スタッフの 
インセンティブ確保などの視点に十分留意する必要がある。 
なお、これら契約ベースの有料利用の拡大は、「SPring-8産業利用の成果」の 
評価指標のひとつとなるであろう。 
 
（４）利用環境の整備 
 産業利用成果の質的向上を実現するためには、利用経験のない新規利用者、新規 
利用分野にかかる利用者、及び優れた成果が期待できる利用者など、利用者のニー 
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ズや特徴に柔軟に対応できる利用環境の整備が望まれる。 
 放射光専門家以外の新規利用者に対しては、トライアルユースやコーディネータ 
ーによる事前相談を継続しつつ、新たに JASRI スタッフによる測定代行、分析・解 
析サービス、受託研究・共同研究などの実践的な手厚い支援を実施すると良い。こ 

のためには、現状の「自己使用原則」の見直しが必要である。 

また利用環境の整備に加えて、日々の事業収益活動に対応するタイムリーな利用、 

計画的な利用、優れた成果が期待される課題へのビームタイムの重点配分などの柔

軟な制度の運用も重要である。 

 

５．提言に当たって 

以上、委員会審議の提言を行ったが、これらの提言を実現するに当たっては、今後

も引き続き、SPring-8 における産業利用支援体制を独立組織として運営する体制が望

ましく、加えて、国内外の放射光施設に対してリーダーシップを発揮し、密接な連携

を図ることが肝要と考える。 
また、SPring-8 は世界最高レベルの性能を誇る放射光施設である。その性能が充
分に発揮され、かつ産業界にとって有効な利用手法の開発が、産学官連携により積極

的に展開されることを期待したい。 
 

以上 
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